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第１章 経営戦略見直しの概要 

１－１ 経営戦略見直しの趣旨 

 

公共下水道事業は、快適で衛生的な生活環境への改善、公共用水域の水質保全のため、欠くことのできない重要

な都市基盤施設であるとともに、地球環境に配慮した循環型社会の形成に大きな役割を担っています。 

湖西市の公共下水道事業は、平成 22 年３月 23 日に隣接した新居町と合併したことから、旧湖西市の浜名湖処理

区と、旧新居町の新居処理区２つの処理区で処理を行っています。浜名湖処理区では平成 13 年３月に湖西浄化セン

ターを供用開始、新居処理区（旧、新居町公共下水道）は湖西浄化センターと同年同月に新居浄化センターを供用開

始して、市内の汚水処理を進めてきました。 

しかし今後は、人口減少や節水型生活様式の定着などにより、使用料収入の減少が見込まれる一方で、下水道未

整備区域の整備、既存施設の老朽化対策や耐震化対策など継続して設備投資を行う必要があり、経営状況の悪化

が懸念されています。 

下水道事業をはじめとする公営企業は、経営状況が厳しさを増す中にあっても、事業、サービスの提供を安定的に継

続できるよう、中長期的な視点に立った経営を行い、徹底した効率化、経営健全化に取り組むことが必要であることから、

公営企業の中長期的な経営の基本計画である「経営戦略」を企業ごとに策定し、それに基づく計画的かつ合理的な経

営を行うことにより、経営基盤の強化と財政マネジメントの向上を実現していくことが強く求められています。 

本市でも令和２年度に「湖西市下水道事業経営戦略」を策定していますが、下水道事業を取り巻く厳しい経営環境

を踏まえ、現行の経営戦略の実施状況を評価したうえで、収支計画の見直しなどを行い、質の高い経営戦略の策定に

向けて、検討を行います。 

 

１－２ 経営戦略の計画期間と対象事業 

 

令和２年度に策定した経営戦略では、計画期間を令和３年度から令和 12 年度までの 10 年間とし、経営戦略におけ

る取り組みを確実に実施していくため、PDCA サイクルを活用した見直し、改善を行うこととしています。 

また、総務省は、「経営戦略策定・改定ガイドライン（R４.１.25 改定）」において、経営戦略の質を高めていくため、３年か

ら５年以内での見直しを行い、人口減少や将来の施設更新費用、物価上昇等を的確に反映したより質の高い経営戦

略の策定を求めています。 

現在、経営戦略策定から３年が経過しようとする中で、物価の上昇や上下水道行政の一元化など、社会情勢が大きく

変化しています。 

そこで、今回「湖西市下水道事業経営戦略中間見直し」では、社会情勢の変化に合わせて評価・検証を行うものと

し、計画期間と事業対象については、既存計画の中間見直しであることを踏まえて、以下のとおりとします。 

 

 

 

計画期間：令和６年度～令和 12 年度 

対象事業：公共下水道事業 
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１－３ 経営戦略の位置づけと経緯 

 

令和２年度に策定された現行経営戦略は、「第６次湖西市総合計画」や「湖西市都市計画マスタープラン」といった上

位計画と整合を図るとともに、「湖西市公共下水道事業計画」等の下水道計画と相互に連動しながら、公共下水道事

業の根幹に位置する計画として中長期的な事業の指針を示しています。 

今回経営戦略中間見直しは、ストックマネジメント計画などによる施設整備及び更新事業の見通しや、施設統廃合

の検討、社会情勢といった、計画策定時には見込まれていなかった状況を踏まえた評価・検証のもとに、現行経営戦略の

内容を見直すものです。 

 

 

図 １-１ 経営戦略の位置づけ 

 

 

図 １-２ 経営戦略の見直しフロー 
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第２章 現行経営戦略の概要 

２－１ 湖西市の概要 

 

（１） 湖西市の地勢 

本市は、静岡県の最西端、愛知県との境にあり、東経

137°32′05″、北緯 34°42′54″に位置し、市域は東

西 11.2ｋｍ、南北 12.5ｋｍ、面積 86.56ｋ㎡です。 

南側を遠州灘に、東側を浜名湖に接しており、浜松市、

豊橋市に隣接し、本州のほぼ中央に位置していることから交

通・輸送の要所として古くから栄え、現在は湖西都市計画

区域として商業・工業や自然が一体となったまちづくりを進め

ています。 

図 ２-１ 本市位置図 

 

（２） 湖西市の行政人口 

本市の行政人口は平成 19 年度の約 64,000 人をピークに減少に転じています。平成 25 年度には約 61,000 人でした

が、10 年後の令和４年度には約 58,000 人と約 3,000 人減少しています。 

また、令和２～４年における実績値は現行経営戦略の将来推計値実績値を下回っています。 

 

※各年度 3 月 1 日現在 

図 ２-２ 本市行政人口の推移 
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（３） 本市の総合計画 

本市では、まちづくりの基本となる総合計画を策定しています。 

総合計画は、「基本構想」、「基本計画」で構成されており、第６次総合計画は 2033 年までとされています。なお、以

下をキャッチフレーズにして、まちづくりを進めていく予定です。 

 

 

 

また、実践計画第Ⅰ期（2021～2025 年）では、【働くまちから働いて暮らすまちへ「職住近接」】をテーマに、社会情勢や

人々のニーズを的確にとらえ、本市への移住定住につなげていきます。 

 

 

ここで、実践計画で戦略に掲げているもののうち、下水道事業に関係する項目を抜粋しました。 

下水道経営の基本方針策定にあたっては、下表の内容を取り入れ、整合を図ることが求められています。 

 

 

 

 

 

項目 概要 

戦略 安全・安心、医療、福祉 

戦略方針 
安全・安心な社会を構築するため、市民の命を守る危機管理体制を一層

充実するとともに、いつまでも健やかに暮らせるまちをつくる。 

戦略目標 
安心して暮らせるまちと感じる市民の割合（市民意識調査） 

2020 年 84.3％ → 2025 年 88.0％ 

施策名 廃棄物・上下水道 

施策方針 

（下水道抜粋） 

下水道区域内の公共下水道整備を推進し、快適で住みよい住環境 

の整備を目指す。 

施策の成果指標 

(下水道抜粋) 

下水道の水洗化率 

81.9％（2018 年度）→ 86.2％（2024 年度） 

キーワード アセットマネジメント 

基本事業と KPI 

（下水道抜粋） 

公共下水道の整備 

 下水道整備面積累計 

  572.2ha（2019 年度）→ 702.2ha（2024 年度） 

「ひと・自然・業
わ ざ

」がつながり 

未来へ続く わがまち KOSAI 
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２－２ 湖西市下水道事業の概要 

 

（１）計画と整備状況 

湖西市の下水道事業は「浜名湖処理区」と「新居処理区」の２つの処理区にて運営されています。 

浜名湖処理区では、平成５年度に湖西市公共下水道全体計画を策定、平成６年に事業認可（事業計画）を取得

し、平成 13 年から湖西浄化センターが供用開始されています。 

新居処理区（旧、新居町公共下水道）では、平成５年に全体計画を策定、平成６年に事業認可（事業計画）を取

得し、平成 13 年から新居浄化センターが供用開始されています。 

表 ２-１ 湖西市公共下水道事業の概要 

事業種別 公共下水道事業 

処 理 区 浜名湖処理区 新居処理区 合計 

処理施設名 湖西浄化センター 新居浄化センター － 

事業着手年度 
(事業計画策定年度) 

平成６年度 平成６年度 － 

供用開始年度 平成12年度 平成12年度 － 

法 敵 用 地方公営企業法適用済（平成30年４月１日から適用） － 

全
体 
計
画 

目標年次 令和23年度（2041年度） － 

面  積 
759.0ha 
市街化区域：625.3ha 
市街化調整区域：133.7ha 

387.2ha 
市街化区域  ：361.5ha 

市街化調整区域： 25.7ha 
1,146.2ha 

全体計画人口 27,313人 11,589人 38,902人 

全体計画 
汚水量 

日平均：11,230㎥/日 
日最大：13,450㎥/日 

日平均：4,140㎥/日 
日最大：4,960㎥/日 

－ 

事
業 
計
画 

目標年次 令和９年度（2027年度） － 

面  積 
572.5ha 
市街化区域  ：451.0ha 
市街化調整区域：121.5ha 

284.1ha 
市街化区域  ：258.5ha 

市街化調整区域： 25.6ha 
856.6ha 

事業計画人口 20,780人 10,370人 31,150人 

事業計画 
汚水量 

日平均：8,070㎥/日 
日最大：9,630㎥/日 

日平均：3,490㎥/日 
日最大：4,210㎥/日 

－ 

 

表 ２-２ 湖西市公共下水道事業整備状況（令和４年度末） 

 

 

 

 

 

事業種別 公共下水道事業 

処 理 区 浜名湖処理区 新居処理区 合計 

整備面積 370.72ha 212.57ha 583.30ha 

処理区域内人口 15,647人 10,045人 25,692人 

人口普及率 
処理区域内人口／行政人口 

26.9％ 17.3％ 44.1％ 

水洗化人口 12,894人 8,509人 21,403人 

整備率 
整備面積／全体計画面積 

48.8％ 54.9％ 50.9％ 

水洗化率 
接続人口／処理区域内人口 

82.4％ 84.7％ 83.3％ 
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（２）利用状況 

令和４年度の下水道の利用状況としては、「一般家庭」が件数で 94％、水量で 80％を占めており、湖西市の下水道

事業は、一般家庭が利用者の中心であると言えます。 

 

 

一般家庭

94.1%

営業用

3.2%

事務所

1.0%

官公庁

0.6%

市関係
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図 ２-３ 湖西市下水道事業・区域図 
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図 ２-４ 湖西市下水道事業 使用料利用実態(令和４年度) 
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２－３ 現行経営戦略における基本方針 

 

本市の汚水は、湖西浄化センター（浜名湖処理区）と新居浄化センター（新居処理区）の二つの処理施設で処理され

ています。下水道計画区域は２処理区併せて 1,146ha となっていますが、令和４年度末の整備済区域は約 583ha で、

今後まだ区域整備を進めていく必要があります。さらに、当初建設した施設の老朽化も進んできており、維持管理や改

築・更新にかかる費用も増加していくことが想定されます。 

現行の経営戦略では、本市下水道事業のおかれた経営環境を踏まえ、第６次湖西市総合計画のキーワードである「ア

セットマネジメント」に注目し、「ヒト」、「モノ」、「カネ」の３つの観点で、湖西市下水道事業が今後取り組むべき事項を取り

まとめ、湖西市下水道事業経営戦略の基本方針としています。 

 

現行経営戦略における経営方針 

ヒト 

●技術者の確保 

今後の面整備の推進や改築更新事業の増加に備え、必要な資本勘定職員を確保する必要があります。 

また、研修等を受講し技術の向上を図るとともに、技術継承を行っていきます。 

●市民への理解 

 下水道事業に対して市民の理解を深めて頂くため、市民への広報等を行います。 

 

モノ 

●汚水処理の更なる推進 

上位計画との整合性や実施体制を勘案しながら、管きょ施設の整備を行い、生活環境の改善及び公共用水域の

水質保全を図ります。 

参照とする計画：湖西市公共下水道事業全体計画、湖西市公共下水道事業計画 

●効率的かつ効果的な施設の改築・更新 

湖西・新居浄化センターの機械・電気設備、マンホールポンプを中心に、設置から標準耐用年数を経過する施設が

発生するため、施設の老朽化対策を推進します。 

参照とする計画：湖西市公共下水道ストックマネジメント計画（改築更新の平準化） 

 

カネ 

●財政の健全化 

一般会計に過度に依存しない自立した事業経営を図るために、適正な財源のあり方（補助金の確保、企業債の活

用、使用料の改定）を検討します。 

また、水洗化率向上に向けて、普及活動を推進します。 

●「広域化・共同化・最適化」「民間活力の活用」等への取り組み 

「広域化・共同化・最適化」や「民間活力の活用」など、下水道事業を持続可能なものとするために国が打ち出す

施策について検討を進めます。 

また、他部署とも連携のうえ、共同処理（汚泥の市内処理）を検討します。 
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第３章 現行経営戦略の実施状況 

３－１ 取組の実施状況 

 

現行の経営戦略にて位置付けた「取り組むべき施策」の実施状況は以下のとおりです。 

 

表 ３-１ 現行経営戦略における「取り組むべき施策」の実施状況 

施策名 内容 実施状況 

① 技術者の確保 

●静岡県・下水道協会開催の技術研修会を積極

的に受講。 

●庁内で実施している土木技術職員勉強会へ参加

するなど、技術のスキルアップを実施。 

外部研修会参加状況 

■令和３年度実績：７回 

■令和４年度実績：９回 

 ※WEB 会議を含む。 

② 財政の健全化 

●下水道未接続世帯に対しての戸別訪問や通知

発送による接続促進を実施。 

促進の実施状況 

■令和３年度実績：419 件 

■令和４年度実績：421 件 

■環境フェアでも下水道接続の促進を周知。 

③ 市民への理解 

●市民への広報活動 

 
      湖西市マンホールカード      

■毎年９月 10 日の下水道の日にあわせ、広報こさい・ 

   WEB サイトにて、下水道事業について市民へ周知。 

■カード型パンフレットとしてマンホールカードを制作し、 

   新居関所史料館で配布。 

 （配布人数：市内外延べ 4,000 人以上【R5.12 末時

点】） 

■年に１回、環境フェアで下水道ブースを出展。汚泥を 

   再利用した堆肥を無料配布、併せて下水道接続の 

   促進について周知。 

④ 汚水処理の更なる 

推進 

●計画的かつ効率的な区域整備を進めるため、主要

幹線を中心に管路整備を実施。 

令和 3・4 年度実績（累計） 

■管路延伸延長：約 2,331ｍ 

■処理区域増加面積約 7.9ha 

 
    開削工法の施工状況         推進工法の施工状況 

⑤ 効率的・効果的な 

施設の改築・更新 

●国の補助制度を活用しながら、安定した事業運営

を継続するための効率的かつ効果的な施設改築・

更新を実施 

 
湖西浄化センター更新事業 

■効果的な施設管理（予防保全型）を行っていくた 

   め、「湖西市公共下水道ストックマネジメント計画」 

   を策定。 

■湖西浄化センターの管理棟及び汚泥処理棟の 

   設備更新・耐震化事業を実施中。 

■令和３・４年度は、詳細設計を実施し、令和５年度 

   から汚泥処理施設の更新工事に着手。 

■令和９年度の完了を目指す。 

⑥ 国等が求める施策 

への取り組み 

（汚泥処分方法の 

 共同化・効率化） 

●汚泥処分の共同化等に着手 

 
       現在建設中の汚泥受入棟       

■浄化処理で発生している下水汚泥は、これまで市 

   外の民間廃棄物処理会社へ廃棄処分（中間処 

   理）を委託。 

■現在、湖西市環境センター内へ下水道汚泥とし尿・ 

   浄化槽汚泥の共同受入施設を建設しており、 

   令和５年 11 月から湖西環境センターにて焼却 

   処理（助燃材）に変更。 

■この変更により、年間 1,000 万円程度の費用削減 

   が見込める予定。 
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第４章 現行経営戦略以降の経営状況 

４－１ 人口の推移 

 

本市の行政人口は年々減少傾向にあり、令和４年度は 58,230 人となっています。 

処理区域内人口は令和元年度頃までは増加していましたが、令和２年度以降は減少傾向にあります。 

水洗化人口は年々増加していますが、水洗化率が増加傾向にあり、その影響によるものと想定されます。 

 

表 ４-１ 人口の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-１ 人口及び水洗化率の推移 
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※本市では平成 29 年度より水洗化人口の集計方法を変更したため、平成 29 年度に水洗化率が低下しています。 

年度 単位 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

行政人口 人 61,248 61,027 60,628 60,306 60,306 59,640 59,560 58,938 58,551 58,230

処理区域内人口 人 25,008 25,361 25,638 25,825 25,760 25,711 25,879 25,725 25,655 25,692

人口普及率 ％ 40.8 41.6 42.3 42.8 42.7 43.1 43.5 43.6 43.8 44.1

水洗化人口 人 19,674 20,566 21,122 22,072 20,804 21,062 21,306 21,374 21,358 21,403

水洗化率 ％ 78.7 81.1 82.4 85.5 80.8 81.9 82.3 83.1 83.3 83.3
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４－２ 水量の動向 

 

総処理水量と有収水量は、汚水整備の拡大に伴い、令和３年度まで年々増加してきましたが、有収水量に関しては

令和４年度にはわずかに減少しています。 

表 ４-２ 水量の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-２ 総処理水量・有収水量・有収率の現状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-３ １日１人当り有収水量 
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１日１人当り有収水量

年度 単位 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3 R4

総処理水量 千m3/年 2,001 2,059 2,135 2,162 2,206 2,205 2,231 2,298 2,319 2,320

有収水量 千m3/年 1,902 1,953 2,040 2,100 2,136 2,125 2,135 2,196 2,261 2,231

有収率 ％ 95.1 94.8 95.5 97.1 96.9 96.4 95.7 95.6 97.5 96.1

水洗化人口 人 19,674 20,566 21,122 22,072 20,804 21,062 21,306 21,374 21,358 21,403

１日１人当り
有収水量

m3/日・人 0.26 0.26 0.26 0.26 0.28 0.28 0.27 0.28 0.29 0.29
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４－３ 事業費及び整備状況 

 

近年は建設事業費の規模は２～７億円の範囲で推移し、令和４年度は６億 1,000 万円であり、そのうち

87％の５億 3,000 万円が管きょ施設に係るものです。 

令和４年度末時点での汚水処理の整備面積は 583ha であり、管きょ延長は 160km となっています。 

 

表 ４-３ 事業費・整備面積・管路延長の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-４ 事業費の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-５ 整備面積の推移 
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４－４ 維持管理費の状況 

 

維持管理費は３億円から４億円の範囲で推移しており、増加傾向にあると言えます。維持管理費のうち、処理場費が

約８割を占めています。 

また、有収水量当たりの維持管理費は、年々上昇しており、令和４年度には 175.5 円／㎥となっています。 

 

表 ４-４ 公共下水道事業の維持管理費及び有収水量当たり単価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-６ 維持管理費 
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下水道使用料
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４－５ 財務状況 

 

（１） 収益的収支 

令和２年度から令和４年度の湖西市下水道事業決算における収益的収支の状況は以下のとおりです。 

令和４年度決算における収益的収入の合計は 12 億 400 万円、収益的支出の合計は 12 億 1,000 万円であり、令

和４年度決算では、約 600 万円の純損失を計上しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-７ 収益的収支の動向（令和２～４年度決算） 

（２） 資本的収支 

令和２年度から令和４年度の湖西市下水道事業決算における資本的収支の状況は以下のとおりです。 

令和４年度決算における資本的収入の合計は 10 億 1,800 万円、資本的支出の合計は 12 億 7,100 万円であり、

資本的収入に対して資本的支出が約２億 5,300 万円不足していますが、補填財源（減価償却費等）で補填していま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-８ 資本的収支の動向（令和２～４年度決算）
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４－６ 下水道使用料 

 

本市の下水道使用料体系は、令和元年 10 月１日に改定されました。 

本市の下水道使用料は、基本使用料（１ヶ月 ８㎥まで）と超過料金（従量使用料）を合算する二部使用料制を採

用し、従量使用料は使用水量が大きいほど単価が大きくなる累進制を採用しています。 

１ケ月当り 20 ㎥での使用料で県内の他の下水道使用料と比較すると、本市は 2,872 円と県内でも熱海市、浜松市

に次いで、３番目に高く、既に市民は、周辺市等と比較すると高い負担を求められていると言えます。 

表 ４-５ 湖西市下水道事業 下水道使用料体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-９ 20 ㎥/月の下水道使用料（税込） 県内他自治体との比較
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75立方メートルを超え150立方メートルまで 176円10銭
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４－７ 組織体制 

 

（１） 組織体制 

下水道課は環境部に属しており、管理係と工務係より構成されています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-１０ 組織体制 

 

（２） 下水道担当職員数 

職員数は 10 人～12 人の間で推移しており、令和４年度では 11 人となっています。 

損益勘定職員（管理係）は、下水道事業の企画・調整、受益者負担金・下水道使用料の徴収等、浄化センターの

管理運営を行っています。また、資本勘定職員（工務係）は、下水道事業の調査・計画、下水道工事、排水設備指定

工事店の許可・指導・監督を行っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ４-１１ 下水道職員数の推移
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第５章 経営指標等による現状分析及び経営課題 

５－１ 経営指標等による現状分析 

 

下水道事業の経営に関する指標を対象に、過年度の動向を整理し、全国平均、同規模都市平均、県内同規模都

市との比較を行いました。 

 

 

 

 

 

 

①経費回収率 

 

 

【検討対象指標】 

①経費回収率 ②汚水処理原価 ③施設利用率 ④水洗化率 ⑤使用料単価 

【比較対象自治体】 

①全国平均 ②同規模都市平均 ③静岡県内同規模平均 
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②汚水処理原価 

 

 

③施設利用率 
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④水洗化率 

 

 

⑤使用料単価 
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５－２ 湖西市下水道事業における現状と実施状況の評価 

 

令和２年度に策定した現行の経営戦略での設定値と令和３年度から令和５年度にかけての実績値を整理することに

より、現行経営戦略で位置付けた取り組みの達成状況の評価と、乖離が生じている場合の要因を分析し、今回の見直

しに反映するものとします。 

 

 

 

 

 

 

表 ５-１ 現行経営戦略と実績値との比較（令和３年度～令和５年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜事業の実施状況の評価・概要＞ 

■汚水整備について、現行の経営戦略との乖離がみられ、「水洗化人口」「有収水量」等における実績が現行経営戦

略よりも小さくなっていることから、現行経営戦略よりも遅滞しているものと言える。 

■汚水整備の遅滞に伴い、「建設改良費」も現行の経営戦略に比べて実績の規模が少なくなっており、建設財源も同

様に少なっている。 

■他の項目については、乖離は見られるが、その度合いは大きなものではない。 

R3 R4 R5 R3 R4 R5 R3 R4 R5

(1)整備状況
　下水道整備

　区域面積(ha)
621 646 670 581 583 -41 -62

整備率 54.2% 56.3% 58.4% 50.7% 50.9% -3.6% -5.4%

(2)水洗化
水洗化人口

(人)
22,970 23,770 24,560 21,358 21,403 -1,612 -2,367

水洗化率 83.7% 84.4% 85.1% 83.3% 83.3% -0.5% -1.1%

(3)水量
総処理水量
(千㎥/年)

2,468 2,617 2,698 2,319 2,320 -149 -297

有収水量
(千㎥/年)

2,381 2,526 2,605 2,261 2,231 -120 -295

(4)使用料収入
使用料収入

(百万円)
325 345 355 323 321 352 -2 -23 -3

建設改良費
(百万円)

583 886 1,194 601 610 1,070 18 -276 -124

国補助金
（百万円）

218 330 442 131 195 408 -88 -135 -34

企業債
（百万円）

329 444 612 159 368 615 -170 -76 3

その他
（百万円）

36 112 140 95 47 47 59 -65 -93

国補助金の
比率

37.5% 37.2% 37.0% 34.0% 32.0% 38.2% -3.4% -5.3% 1.1%

(6)維持管理費
維持管理費

(百万円)
373 392 403 374 387 422 2 -5 19

(7)企業債
企業債償還金

(百万円)
689 726 765 677 713 751 -12 -13 -13

(5)建設事業
　と財源

項目

現行経営戦略 実績　※R5は見込 比較
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 図 ５-１ 下水道整備区域面積 図 ５-２ 水洗化人口 

 

 

 

 

 

 

 

 図 ５-３ 処理水量と有収水量 図 ５-４ 使用料収入 

 

 

 

 

 

 

 

 図 ５-５ 建設改良費 図 ５-６ 建設改良費の財源 

 

 

 

 

 

 

 

 図 ５-７ 維持管理にかかる経費 図 ５-８ 企業債の償還 
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５－３ 湖西市下水道事業の課題 

 

これまでの分析の結果から得られた知見を基に、湖西市下水道事業の経営課題を、以下のように整理しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜現状分析から把握した経営課題＞ 

１．人口減少への対応 

本市でも行政人口が減少しており、今後の人口動向も減少傾向となる見通しである。下水道における水洗化人口も

減少する見通しであり、使用料収入に影響を及ぼすことが懸念される。 

２．経費回収率の向上 

経費回収率は、令和元年の使用料改定により、静岡県内及び全国の同規模都市平均値より上回るなど、大きく向

上しているものの、依然 100％に達していない。使用料水準は、総務省が位置付ける「適正な使用料水準」に近似した

料金設定となっており、既に利用者へ応分の負担を求めていると考えられ、施設の統廃合や業務の簡素合理化等によ

る経費抑制を検討し、汚水処理原価の低減を図ることで、経費回収率を向上させることが必要である。 

３．水洗化率の向上 

水洗化率は着実に向上しているが、80％台に留まっており、さらなる向上に向けて、引き続き接続促進のための効果

的な取り組みを検討実施することが必要である。 

４．施設利用率の向上 

施設利用率について、今後、整備区域の拡大により処理水量が増加することが予測される一方で、将来的には人口

減少による処理水量の減少も想定される。このため、安易に施設の拡張、増設等を検討するのではなく、施設の統廃合

等を視野に入れた効率的な施設配置計画の検討を行うなど、維持管理を考慮した効率かつ適正な規模検討が必要

である。 

＜現行経営戦略から把握した経営課題＞ 

１．施設整備の適正化 

現行の経営戦略では、下水道の全体計画区域に対する整備を、早期完了（令和 23 年度完了）を目標とした事業

量で計画したが、拡張整備の遅れから実績が大きく乖離している。 

今後の組織体制を踏まえた施設整備の適正化（整備期間の適正化）を図る必要がある。また、整備進捗は、使用

料収入・受益者負担金などの財源計画や下水道施設整備の投資計画への影響が大きいことも留意が必要。 

 

２．コスト縮減による経営の健全化 

昨今の社会情勢を受けて、エネルギー費等を中心とした維持管理コストが急激に増加しており、下水道事業の経営

も影響を受けている。また、一方で施設整備の適正化を図った場合、短中期の収支計画への影響も考えられる。 

このため、最新の事業経営を反映した投資・財政計画の見直しを行った上で、財政の健全化の検討を行う必要があ

る。 
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５－４ 経営戦略の見直し方針 

 

これまでに整理した本市下水道事業の経営課題を踏まえて、今回の中間見直しにおいては、以下のようなポイントに留

意しながら検討を進めていきます。 

 

①収益・支出の課題解決に向けた見直しについて 

経営戦略の見直しにおいては、現行経営戦略の実施状況の現状分析や経営指標等の分析を踏まえた、収益・支出

の課題解決に向けた見直し・取組改善が必要となります。 

特に「経費回収率の向上（100％）」達成を重視した検討を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経費回収率 100％を目指すため、 

収益・支出の課題解決に向けた 

見直し・取組改善の実施を検討 

経費回収率 100％を目指すため、 

使用料改定を位置づけ 

令和６年度に料金改定を検討 

（改定率約 10％） 

現行経営戦略における財政検討 今回の財政検討方針 

＜社会動向から把握した経営課題＞ 

１．公営企業を取り巻く厳しい経営環境 

下水道事業を含む公営企業は、人口減少等に伴う料金収入の減少や、施設の老朽化に伴う更新需要の増大など

により、厳しい経営環境におかれている。 

事業そのものの必要性・公営で行う必要性及び事業としての持続可能性について検証するとともに、経営形態や担い

手のあり方について抜本的な検討を行うことを求められている。 

２．上下水道事業の一体化 

上水道に関する行政はこれまで厚生労働省が担ってきたが、令和６年４月より、整備や管理の業務が国土交通省に

移管されることとなっている。 

上水道と下水道は、職員不足や施設老朽化、料金収入の減少など、共通の課題を抱えており、上下水道一体で

の効率化・基盤強化の取組を推進していくことが求められており、本市でも上下水道事業が一体となった事業運営に取

り組んでいく必要がある。 
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②投資の見直しについて 

湖西市の下水道事業は、現時点で整備率約 50％の拡張期

であり、建設改良への投資のための安定的な財源確保が必要

です。適正な水準を超えた投資は、過度な使用料上昇につな

がります。 

このことから、今回見直しでは、投資について、適正な規模へ

の見直しを行います。 

 

③使用料水準について 

湖西市の下水道使用料は、総務省の適正水準や近隣市町

村の使用料金などと比較すると、既に利用者は応分の負担をし

ていると考えられ、また、近隣市町村のうち遠州地区では、浜松

市に次いで二番目に高い料金となっています。 

これらの状況を踏まえ、事業運営のために安定した財源の確

保は必要であるものの、その水準については、利用者の負担を

十分に加味し、様々な立場からの意見を反映しながら検討する

方針です。 

 

④近年の経済動向について 

近年、社会情勢の変化による資源高や円安により、エネルギ

ーや食料品を中心とした幅広い分野で物価上昇が起きており、

令和４年の総合物価上昇率は令和４年に 2.5％となっていま

す。 

一方、令和４年賃金構造基本統計調査（厚生労働省）によ

ると、令和４年の賃金上昇率は 1.4％であり、実質賃金は低下

し、物価上昇に追いついていません。 

このような状況で料金改定をすると、利用者の負担がさらに増

加し、市民生活や企業活動に大きな影響を与えると考えられ、

社会情勢を踏まえた適切な使用料の検討が必要です。 

 

⑤上下水道一体化による体制強化について 

国では上下水道の一体運営を目指した取り組みを行っており、運営の効率化等が期待されています。 

本市でも、共通の課題を抱える上下水道事業の一体化は必須であり、事業運営の効率性の向上を図り、経営の基

盤強化を図る方針です。 
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図 ５-１０ 月 20 ㎥での使用料・近隣市町との比較 

図 ５-１１ 物価上昇率の動向 
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第６章 経営戦略 投資・財政計画の見直し検討 

６－１ 収入・支出の改善に向けた取り組み 

 

今回の経営戦略の見直しに際して、現状や課題を踏まえて、以下のような取り組みを実施する方針です。 

 

安定した収入の確保 

基本施策 内 容 期待する効果 

① 接続促進の見直し 現行の水洗改造費への利子補給制度を見直す 
下水道接続数向上による安定し

た収益の確保 

② 新たな資金調達 
一般会計繰入金・企業債以外の資金調達（長期

貸付）を検討する 
資金不足の解消 

 

短期的な費用の削減 

基本施策 内 容 期待する効果 

③ 投資額の見直し 組織体制等を踏まえ、現実的な整備期間へ見直す 投資額支出の抑制 

④ 業務の簡素合理化 
受益者負担金徴収・排水設備申請等を見直し、

民間委託への切り替えを検討する 
業務従事者の確保、人件費削減 

⑤ 維持修繕の見直し 予防修繕計画を策定し、定期的な修繕を実施する 修繕費・更新投資費の削減 

⑥ 維持管理の見直し 
薬品等の一括購入や新技術の導入など、管理業

務の合理化を行う 

薬品・動力・通信等の維持管理

費の削減 

 

長期的な費用の削減 

基本施策 内 容 期待する効果 

⑦ 戦略的な施設管理 
浄化センター・衛生プラントの統廃合など、汚水処

理の統一化を検討する 
更新投資費・維持管理費の抑制 

⑧ ＧＸの推進 

下水道汚泥の活用や太陽光発電、ＤＲなどの検討

を行い、再生可能エネルギーの創出やイノベーション

を図る 

動力費の抑制、付加価値の創出 

 

経営体制の強化 

基本施策 内 容 期待する効果 

⑨ 上下水道の一体化 

効率化、施設の老朽化、技術継承などの将来課 

題に対し、上下水道が一体で取組み、その相乗効 

果による事業の効率化・基盤強化を図る 

業務の効率化・合理化 

人件費・委託費等の経費削減 
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（１） 安定した収入の確保のための取り組み 

事業を推進するための財源確保のために以下のような取り組みを実施します。 

これらの施策は、今回経営戦略見直しにて策定した「投資・財政計画」に収入増として反映されています。 

①接続促進の見直し 

接続促進のための取り組みの効果が不十分であることを踏まえ、その要因が工事費用が高額であることを把握したう

えで、利子補給制度の充実などの新たな取組の検討を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

②新たな資金調達 

厳しい財政状況や金利上昇リスクなどを踏まえて、国庫補助金や企業債、一般会計繰入金への過度な依存から

脱却し、安定かつ自率的な財源を確保するための新たな資金調達方法を模索します。 

 

 

 

 

 

 

 

令和４年度排水工事費用 

（市内の排水設備工事業者へのヒアリング結果） 

現状 

戸別訪問等による下水道接続促進を実施。 

一般的な宅内への下水道接続工事費用は全体

の約６割が 50 万円以上 

課題 

現在の取組では効果が不十分。 

下水道接続工事費用の個人負担。 

対策 

下水接続数向上のための新たな取組の検討 

下水接続工事費用の個人負担の軽減 

取組 

下水道接続工事費用を借り入れた場合の利子

補給制度の要件の拡充や助成制度の検討 

現状 

事業運営に伴う資金調達について、下水道使用

料金と受益者負担金以外では、国庫補助金と

企業債、一般会計繰入金で賄っている 

課題 

繰入金の影響による一般行政サービスの低下。 

国庫補助金（交付額）の減少。 

長期金利の上昇。 

対策 

新たな資金調達（長期貸付け）の検討 

取組 

一般会計繰入金 、企業債以外で有効な資金

調達を検討し、安定的な資金確保を図る 

個別訪問等による接続促進取組実績 

実施年度 実施件数 接続件数 

令和３年度 419 件 9 件 

令和４年度 421 件 0 件 

利子補給制度の要件拡充内容 

条件項目 現行制度 拡充後 

貸付利子 
年利２％まで 

市が負担 
全額市が負担 

償還期限 36 か月以内 60 か月以内 

工事完了 
供用開始から 

３年以内 
期間の制限なし 

約６割が 

50 万円以上 

排水設備工事は高額の
ため、解消のために利子
補給制度の拡充を検討 

効果が 

不十分 
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（２） 短期的な費用の削減 

短期的なコスト縮減のために、以下のような取り組みを実施します。 

これらの施策は、今回経営戦略見直しにて策定した「投資・財政計画」に支出減として反映されています。 

③投資額の見直し 

少子高齢化に伴う職員確保の難しさや建設コストの増大等に対応するため、戦略的かつ効果的な投資を目指し、

投資の規模や整備時期の適正化に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

④業務の簡素合理化 

業務を効率化するための取り組みとともに、民間委託等により安定した業務を遂行するための体制づくりに取り組み

ます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

現状 

施設更新・管きょ整備工事は、工務係の職員３

名で実施（R５年度時点） 

課題 

職員不足による執行状況の低下 

物価高騰による資材コストの上昇 

将来の人口減少等を踏まえた投資のあり方 

対策 

施設整備（整備時期）の適正化 

施設統廃合の検討 

取組 

統廃合の検討や現行の組織体制、経済状況・

地域情勢等を反映した投資計画へ変更 

現状 

受益者負担金徴収業務や排水設備申請業務

など、全ての事務業務は直営で実施 

課題 

高度化・増加する業務量への対応 

少子高齢化に伴う生産年齢人口の減少 

増加する必要経費 

対策 

業務スキームの見直しによる効率化 

民間ノウハウ・ＤＸの活用 

取組 

受益者負担金徴収及び排水設備申請等業務を

直営から民間委託へ切り替え 

現行経営戦略での投資計画 適正化された投資計画 

業務内容を見直すことで 

業務量を削減 

民間のノウハウ・DX 活用で 

業務を効率化 

予算執行実績や 

統廃合検討を踏まえ 

投資計画を見直し 

●投資額の縮小 
●平準化 
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⑤維持修繕の見直し 

維持管理コストの縮減や施設機能停止などのリスク予防のために、ライフサイクルコスト削減を重視した予防保全型

維持管理への移行を行います。また、修繕情報のデジタル化による業務の効率化に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑥維持管理の見直し 

維持管理コストの縮小のため、維持管理業務の効率化に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

対策 

事後保全型から予防保全型へ切り替え 

維持管理情報のデジタル化 

取組 

計画的にオーバーホールを実施。また、修繕情報

を電子化し、修繕業務を効率化 

現状 

これまでの維持管理は、設備故障が発生時に修

繕を実施（事後保全型） 

課題 

大掛かりな補修が発生し、コスト的に不経済 

故障内容によっては、一時的な施設停止などのリ

スクが高い 

対策 

薬品等の一括購入 

新技術の導入検討による経費削減 

取組 

一括購入によるスケールメリットや新技術の導入

効果から維持管理費を削減 

現状 

浄化センターで使用する薬品等の購入は、各施

設で調達するなど、当初運営の維持管理を継続 

課題 

物価高騰による原材料コストの上昇 

維持管理コストの上昇 

予防保全型へ切り替え、修繕コストを削減 

修繕記録をデジタル化して、業務を効率化 
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（３） 長期的な費用の削減 

今回の経営戦略見直しの投資・財政計画には反映していませんが、以下の施策に取り組みます。 

⑦戦略的な施設管理 

汚水処理施設の維持管理コストや投資額抑制のため、施設の統廃合等の戦略的視点からの施設配置の検討に

取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑧GX の推進 

エネルギーコストの高騰への対応や地球温暖化対策の観点から、再生可能エネルギーの活用や汚泥の再利用等に

取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

現状 

既存の汚水処理施設は、当初計画通りの設備

内容や汚水処理を継続 

課題 

施設運転に伴う電気料が高騰 

再生可能エネルギーの転換・ＧＸの取組が進んで

いない 

対策 

新たな汚泥活用や太陽光発電、DR 等の検討 

取組 

新技術によるバイオガス発電や太陽光発電、DR

など、再生可能エネルギー・イノベーションの創出を

検討 

現状 

市内の汚水処理は、湖西・新居浄化センター、 

湖西市衛生プラントの３施設で実施 

課題 

施設運営・維持管理費の経費が増大 

将来の更新投資額が高額 

対策 

市内汚水処理の統一化の検討 

統廃合に伴う水処理技術の検討 

取組 

新居浄化センター・湖西市衛生プラントを湖西浄

化センターへ集約した場合の水処理や既存設備

への影響、費用対効果等を検証 

汚水処理を集約 

↓ 

施設の更新投資額や 

維持管理費を削減 
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（４） 経営体制の強化 

⑨上下水道の一体化 

公共インフラを運営する、類似した課題を抱える公営企業である上下水道事業の一体化に取り組むことにより、業

務を効率化し、維持管理コストの縮減を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

対策 

下水道事業と上水道事業の組織を一体化し、

「ひと」・「モノ」・「カネ」で連携 

取組 

会計業務などの重複した業務をシェア 

現場対応などの応援や技術の連携 

計画策定や官民連携、新技術等の取組連携 

現状 

類似する行政サービスの下水道・上水道の事業

運営は個別で実施 

課題 

両事業とも業務の効率化や施設の老朽化、職員

不足など、類似した課題を抱えている 
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６－２ 投資・財政計画の設定条件 

 

（１） 建設財源 

建設投資には、国庫補助金や企業債、受益者負担金などを充当しますが、現行の補助制度等を加味した充当率な

どを用いることにより、将来の建設財源を想定しています。 

 

（２） 維持管理費と人件費 

施設の維持管理等に要する支出については、過去の支出状況を参考に基準値を設定し、その基準値に物価上昇率

を乗じるとともに、コスト縮減による取り組みの成果として、削減率を加味したものを将来値としています。 

また、人件費については、公務員の賃金上昇率を設定し、それを加味することにより算定しています。 

 

（３） 企業債償還金 

企業債の償還額については、過去に起債した市債の償還予定額や将来起債する企業債の償還見込み額を用いて算

定します。将来起債分については、最新の金利の動向を考慮しながら、償還条件（償還期間、償還方法、年金利 等）

を設定し、それに基づいて算定します。 

 

（４） 一般会計繰入金 

一般会計繰入金については、総務省の基準により一般会計が負担することが認められている金額（基準内繰入金）に

加えて、下水道事業の運営を補助するために市内部で認めている金額（基準外繰入金）を計上しています。 

 

（５） 使用料について 

下水道使用料については、汚水整備の推進による有収水量の増加と、維持管理費や投資額の削減により、現行の

使用料水準を維持した場合でも、本経営戦略の目標年度である令和 12 年度には経費回収率 100％を達成する見通

しとなったため、現行の使用料体系を維持し、改定を行わない方針としました。 

 

【財政検討で用いた物価上昇率や賃金上昇率】 

●物価上昇率  0.4％（総務省「2020 年基準 消費者物価指数」 全国  平成 29 年度～令和３年度までの平

均実績） ※一部支出項目では、令和６年度のみ、令和４年度実績の 2.5％を使用 

●公務員の賃金上昇率 0.8％（令和４年８月人事院勧告数値） 
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６－３ シミュレーションでの見通し 

 

（１） 下水道整備区域の見通し 

汚水の整備区域を拡大するための管きょ施設整備の事業費については、現行の経営戦略から設定を見直しました。 

汚水整備に関する事業費は、現行の体制規模を考慮し、年間３億円と設定しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 ６-１ 汚水整備面積の見通し 図 ６-２ 汚水整備の事業費の見通し 

 

（２） 水洗化人口の見通し 

汚水整備の推進に伴い、汚水整備面積が拡大するため、処理区域内人口は増加する見通しです。 

また、水洗化率については、接続促進の取組の効果もあり、令和 12 年度には 86.8％まで向上することを見込んでいま

す。 

水洗化人口については、処理区域内人口の増加と水洗化率の向上の効果もあり、令和 12 年度には約 24,000 人ま

で増加する見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-３ 処理区域内人口・水洗化人口の見通し 
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（３） 処理水量・有収水量の見通し 

有収水量については、汚水整備の推進の結果、水洗化人口の増加もあり、年々増加する見通しです。 

また、処理水量も同様に、年々増加する見通しです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 図 ６-４ 有収水量の見通し 図 ６-５ 処理水量の見通し 

 

（４） 使用料収入の見通し 

現行の使用料体系を維持した場合の使用料収入については、有収水量の増加に伴い、年々増加し、令和 12 年度

は３億 7,000 万円となる見通し。 

※「現行の使用料体系を維持」とは、「有収水量当たりの使用料収入」を令和４年度値である 144.0 円/㎥で将来も固

定することにより算定。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-６ 使用料収入（現行体系維持の場合）の見通し 
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（５） 必要な投資の見通し 

令和 12 年度までの建設投資は以下のとおりです。 

令和６年度から令和 12 年度までの投資額の合計は約 56 億円であり、そのうち 38％である約 21 億円を汚水管きょ

整備が占めています。 

表 ６-１ 建設投資の見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-７ 建設投資の見通し 

 

 

 

単位：百万円

年度 R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 合計

汚水管きょ整備 337 301 301 301 301 301 301 2,143

処理場新規整備 0 0 0 0 79 405 1,002 1,486

汚水新規整備(岡崎P新設) 0 0 104 104 104 0 0 312

ストックマネジメント 390 390 34 133 59 0 171 1,176

耐震 240 0 99 0 75 50 0 464

その他 0 2 2 18 0 0 0 22

合計 967 693 540 556 618 756 1,474 5,603

967 
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６－４ 修正シミュレーション結果 

 

これまでに設定した条件による財政シミュレーションを実施し、投資・財政計画策定に向けた検討を行いました。 

 

（１） 収益的収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 資本的収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■収益的支出については、物価上昇を加味し

た維持管理費の増加等もあり増加していま

す。ただし、費用削減の取り組みにより、支出

が抑制されています。 

■収益的収入は、収入確保の取組の結果もあ

り、使用料収入が増加していることから、収益

的収入も増加傾向にあります。 

■損益としては、計画期間には均衡し、損失

（赤字）は生じない見通しです。 

図 ６-８ 収益的収支の見通し 

■資本的支出は年度毎の投資額の動向により

大きく変動します。13～21 億円の範囲で変

動する見通しです。汚水整備等については、

投資支出を抑制する取組を見込んでおり、

資本的支出は抑制されています。 

■下水道事業内で留保される資金は年々増

加し、令和 12 年度には約７億円程度確保

できる見通しです。事業の安定運営のため、

一定規模の資金の内部留保は確保する方

針です。 
図 ６-９ 資本的収支の見通し 
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（３） 経費回収率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 一般会計繰入金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■経費回収率は汚水処理に要する維持管理

費と資本費(汚水処理費)に対する使用料収

入が占める割合を示し、100％を遵守すること

が原則となります。 

■経費回収率は、収入確保のための取り組み

と収益的支出の費用抑制の効果により、令

和 12 年度には 100％を遵守できる見通しで

す。 

図 ６-１０ 経費回収率の見通し 

■一般会計繰入金は６～７億円で推移する見

通しです。 

■令和６年度は統廃合検討業務の追加分に

より上昇するものの、令和７年度以降は当初

計画額の維持が可能です。 

■一般会計繰入金は、一般会計が負担する

経費として、総務省が定める基準に該当する

「基準内繰入金」と該当しない「基準外繰入

金」に区分されます。 

■基準内繰入金は５億円前後で推移し、 基

準外繰入金は一般会計繰入金の総額が現

行経営戦略と同規模程度になるまで充当す

る方針です。 

図 ６-１１ 一般会計繰入金の見通し 
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（５） 汚水処理原価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６） 現行経営戦略におけるシミュレーション結果との比較 

１）収益的収支 

 

 

 

 

 

 

 

※上表では 1,000 万円単位で四捨五入しているため、500 万円は 0と表示される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-１３ 収益的収支・現行経営戦略と今回見直しとの比較

■汚水処理原価は、令和７年度以降維持管

理費等の削減効果が見込まれるため、減少

傾向になり、令和 12 年度には 144.0 円/㎥

となる見通しです。 

■令和６年度は、浄化センター等の汚水処理

施設統廃合可能性調査、令和 11 年度はス

トックマネジメント計画に基づく、計画策定業

務を計上しているため、他の年度よりも高い

水準となります。 

図 ６-１２ 汚水処理原価の見通し 
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表 ６-２ 収益的収支・現行経営戦略と今回見直しとの比較 

0

5

10

15

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

(億円)

収益的収入(現行) 収益的収入(今回)
収益的支出(現行) 収益的支出(今回)
当年度純利益(現行) 当年度純利益(今回)

単位：億円

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

収益的収入 12.6 12.3 12.2 12.4 12.4 13.0 12.7

収益的支出 12.6 12.2 12.2 12.4 12.4 13.0 12.7

当年度純利益 0.0 0.1 0.0 0.0 0.0 0.0 0.1

収益的収入 12.5 12.9 13.2 13.3 13.5 13.7 14.2

収益的支出 12.5 12.9 13.2 13.3 13.5 13.7 14.2

当年度純利益 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

項目/年度

今回
経営戦略
見直し

現行
経営戦略
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２）資本的収支 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３）一般会計繰入金 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表 ６-３ 資本的収支・現行経営戦略と今回見直しとの比較 

図 ６-１４ 資本的収支・現行経営戦略と今回見直しとの比較 

表 ６-４ 一般会計繰入金・現行経営戦略と今回見直しとの比較 

図 ６-１５ 一般会計繰入金・現行経営戦略と今回見直しとの比較 
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補填財源残高(現行) 補填財源残高(今回)
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(億円)

基準内繰入金(現行) 基準内繰入金(今回)

基準外繰入金(現行) 基準外繰入金(今回)

単位：億円

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

資本的収入 14.4 12.1 10.6 10.3 10.6 11.4 17.9

資本的支出 17.7 15.2 13.5 13.4 13.7 14.7 21.3

補填財源残高 1.5 2.4 3.2 4.0 4.9 5.7 7.2

資本的収入 16.6 19.1 15.1 11.3 12.1 14.2 19.7

資本的支出 19.9 22.7 18.8 15.1 16.1 18.2 24.0

補填財源残高 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0 0.0

現行
経営戦略

今回
経営戦略
見直し

項目/年度

単位：億円

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

基準内繰入金 4.7 4.9 4.8 4.8 4.7 4.8 4.9

基準外繰入金 1.7 1.2 1.5 1.6 1.8 1.9 2.1

合計 6.4 6.1 6.3 6.4 6.5 6.7 7.0

基準内繰入金 4.7 4.9 4.9 4.9 4.9 4.9 5.1

基準外繰入金 1.0 2.3 1.3 1.6 1.6 1.8 1.8

合計 5.7 7.2 6.3 6.4 6.5 6.7 7.0

項目/年度

今回
経営戦略
見直し

現行
経営戦略
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４）水洗化率 

表 ６-５ 水洗化率・現行経営戦略と今回見直しとの比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-１６ 水洗化率・現行経営戦略と今回見直しとの比較 

 

５）施設利用率 

表 ６-６ 施設利用率・現行経営戦略と今回見直しとの比較 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-１７ 施設利用率・現行経営戦略と今回見直しとの比較 

 

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

今回経営戦略
見直し

水洗化率 83.9% 84.4% 84.9% 85.4% 85.9% 86.3% 86.8%

現行
経営戦略

水洗化率 85.6% 86.3% 87.0% 87.7% 88.4% 89.2% 89.9%

項目/年度
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(％) 水洗化率(現行) 水洗化率(今回)

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

今回経営戦略
見直し

施設利用率 59.7% 60.9% 62.0% 63.1% 63.9% 65.0% 66.0%

現行
経営戦略

施設利用率 69.3% 71.3% 73.3% 75.3% 77.2% 79.1% 81.0%

項目/年度
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６）汚水処理原価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ６-１８ 汚水処理原価・現行経営戦略と今回見直しとの比較 

 

 

表 ６-７ 汚水処理原価・現行経営戦略と今回見直しとの比較 

0

50

100

150

200

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

(円/㎥) 汚水処理原価(現行) 汚水処理原価(今回)

単位：円/㎥

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12

今回経営戦略
見直し

汚水処理原価 174.5 154.4 152.2 150.0 150.0 154.7 143.3

現行
経営戦略

汚水処理原価 140.3 139.9 139.6 139.3 139.0 138.7 138.5

項目/年度
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６－５ 収支計画 

 

今回経営戦略見直しにおける収支計画を次頁より示します。 
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第７章 今後の経営方針（経営戦略の見直し方針） 

７－１ 今後の経営方針 

 

財政シミュレーションの検討の結果、現行の経営戦略で

は使用料の改定が見込まれていましたが、投資額や収益的

支出の見直し、接続促進の取組による使用料収入の増加等

が見込むと、収支ギャップが解消されることが明らかとな

りました。 

下水道使用料については、令和 12年度には経費回収率

が 100％を達成することもあり、使用料の改定の必要性は

薄いものと考えられます。 

特に、本市の使用料の水準は県内でも比較的高く、市民

は相応の負担を既に行っており、本市の下水道使用料収入

の大きな部分を一般家庭が占めていることを考慮すると、

ここで使用料改定を行うことは市民生活に大きな負担とな

ることが懸念されます。 

 

このような状況を踏まえ、本市では今後５年間は下水道

使用料の改定を行わない方針とし、この５年間は本市の経

営努力により下水道事業を経営する方針です。 

また、今後５年後までに改めて経営状況・取組効果を検

証し、使用料改定の是非を判断する予定です。その際に

は、使用料改定の先送りに伴う世代間の不公平や次回以降

の過度な使用料高騰に繋がらないことにも考慮します。

図 ７-１ 

令和４年度 業態別使用料件数内訳 

図 ７-２ 今後の経営方針について 

現行経営戦略 

R６使用料改正 改定率 10％ 

今回経営戦略見直し 

R12 経費回収率 100％達成 

〈収入確保のための取り組み〉 

使用料収入増 

〈費用編成のための取り組み〉 

・投資額見直し 

・各種費用の縮減 

使用料改定見送り 

一般家庭

94%

その他

6%
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７－２ 経営健全化に向けたロードマップ 

 

経営戦略で位置付けた経営健全化に向けた各種取組の具体的な実施スケジュールについて下表のように位置付ける

ものです。「安定した収入の確保」と「短期的な費用の削減」については、優先度の高い取り組みとして適宜実施する方

針とします。また、今回検討を行った経営戦略の目標年度の前には、経営戦略の抜本的な見直しを行います。 

 

表 ７-１ 経営健全化に向けたロードマップ 

 

年度

進捗管理

R6 R12 R13～

安定した
収入の確保

短期的な
費用の削減

長期的な
費用の削減

R5 R7 R8 R9 R10 R11

　経営体制の
　強化

利子補給制度の見直し 適宜実施

⾧期貸付による資金調達 適宜実施

施設整備の適正化 適宜実施

事務業務の民間委託 適宜実施

計画的なオーバーホール 適宜実施

維持管理情報のデジタル化 適宜実施

汚水処理統一化の検討

下水汚泥活用の検討

再生可能エネルギーの検討

薬品等の一括購入 適宜実施

経営戦略見直し

協議・調整

業務体制変更

新体制開始
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７－３ 数値目標の設定 

 

経営の健全化に向けては、経営戦略の目標年度である令和 12 年度を目標に、数値目標を設定します。 

この数値目標を目安として、実績と比較し、乖離している場合にはその要因を検証し、財政計画の見直しを随時行い

ます。 

 

表 ７-２ 数値目標の設定 

項目 
実績 

(令和４年度) 

目標 

（令和７年度） 

目標 

（令和 12 年度） 

①水洗化率 83.3％ 84％以上 86％以上 

②経費回収率 87.3％ 93％以上 100％以上 

③汚水処理原価 165.0 円/㎥ 155 円/㎥以下 144 円/㎥以下 

④施設利用率 57.9％ 61％以上 66％以上 

⑤一般会計繰入金 5.6 億円 6.1 億円以下 7.0 億円以下 

 

 

 

７－４ 経営戦略の事後検証について 

 

本経営戦略は、令和 12 年度（2030 年度）までの計画ですが、社

会情勢が大きく変化する昨今では、数年で市の下水道事業を取り

巻く環境が変化することも考えられます。 

経営戦略におけると取り組みを確実に実施していくため、今後は

PDCA サイクルを活用した見直し・改善を行います。 

 

 

 

 

 図 ７-３ ＰＤＣＡサイクルによる経営戦略の見直し 
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用語集  

※用語の横の数値はページ数を示す。 

あ行  

アクションプラン【あくしょんぷらん】 ページ：2 

策定から 10 年程度での汚水処理の概成を目標とし、各種汚水処理施設の整備手法及び区域などを定めたもの。 

 

アセットマネジメント【あせっとまねじまんと】 ページ：4, 7 

社会ニーズに対応した下水道事業の役割を踏まえ、下水道施設（資産）に対し、施設管理に必要な費用、人員を投

入（経営管理、執行体制の確保）し、良好な下水道事業サービスを持続的に提供するために事業運営のこと。 

 

一般会計繰入金【いっぱんかいけいくりいれきん】 ページ：2, 21, 24, 25, 30, 35, 37, 45 

一般会計（市税収入を主な財源として行政の基本的事業に使う会計）から公営企業会計の運営のために繰り入れら

れる経費。基準内（雨水排除費用、汚水処理費用のうち水質規制や高度処理など公共的役割を担う部分の経費）と

基準外（繰出基準に該当しない一般会計繰入金。湖西市では企業債元金償還金や人件費への充当分が該当）があ

る。 

 

イノベーション【いのべーしょん】 ページ：24, 28 

技術革新。科学技術面での新たな発見などに裏付けされた技術の革新だけではなく、発想の転換や事務処理システム

の工夫などを含む。 

 

衛生プラント【えいせいぷらんと】 ページ：24, 28 

湖西市内から収集するし尿及び浄化槽汚泥を処理するために、湖西市白須賀に設置された施設。 

 

オーバーホール【おーばーほーる】 ページ：27, 44 

一定の使用期間を経た機械・設備等を分解して検査・修理すること。 

 

汚水処理原価【おすいしょりげんか】 ページ：16, 17, 21, 36, 39, 45 

汚水処理費（公費で負担すべき経費を除く）を年間有収水量で除したものである。低い方が望ましい。 

 定義：［汚水処理費÷年間処理水量］ 

 単位：円/m3 

 

か行 

企業債【きぎょうさい】 ページ：7, 19, 20, 24, 25, 30 

地方公共団体が地方公営企業の建設、改良等に要する資金に充てるため起こす地方債。 
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基準外繰入金【きじゅんがいくりいれきん】 ページ：30, 35 

基準内繰入金以外の繰入金をいうものであること。 

 

基準内繰入金【きじゅんないくりいれきん】 ページ：30, 35 

「地方公営企業繰出金について」（総務副大臣通知）に基づき、他会計から公営企業会計へ繰り入れられる繰入金。 

 

基本使用料【きほんしようりょう】 ページ：14 

下水道使用料において、使用量の有無に係わりなく賦課されるもの。 

 

行政人口【ぎょうせいじんこう】 ページ：3, 5, 9, 21 

国内の市区町村に住所を定めている者として３月 31 日現在、当該市区町村の住民基本台帳に記載されている日本

人の数に各年末現在における外国人登録人口を加算した数。 

 

供用開始【きょうようかいし】 ページ：1, 5 

公共下水道が使用可能になること。供用開始日から接続工事に着手できる。 

 

経営戦略【けいえいせんりゃく】 ページ：1, 2, 3, 7, 8, 9, 19, 21, 22, 24, 25, 26, 28, 30, 31, 35, 36, 38, 39, 40, 43, 44, 45 

将来にわたって安定的に事業を継続していくための中長期的な経営の基本計画。 

 

経費回収率【けいひかいしゅうりつ】 ページ：2, 16, 21, 22, 30, 35, 43, 45 

使用料で回収すべき経費を、どの程度使用料で賄えているか表した指標であり、使用料水準等を評価することが可

能。使用料で回収すべき経費を全て使用料で賄えている状況を示す 100％以上であることが求められる。 

 定義：[使用料単価÷汚水処理原価]×100 

 単位：％ 

 

KPI【けーぴーあい】 ページ：4 

『Key Performance Indicators（重要業績評価指標）』の略。 

 

下水道汚泥の活用【げすいどうおでいのかつよう】 ページ：24, 44 

建設資材・土壌改良資材としての活用や、有機分解などにより発生するメタンを主とした消化ガスを発電燃料として利

用しているほか、余った電力を周辺に配電するなどの方法がある。 
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減価償却【げんかしょうきゃく】 ページ：13 

事業などの業務のために用いられる建物、建物附属設備、機械装置、器具備品、車両運搬具などの資産の価値が、

時の経過等によって減っていくこと。 

 

広域化・共同化・最適化【こういきか・きょうどうか・さいてきか】 ページ：7 

将来の人口減少などを踏まえ、複数の処理区の統合や下水汚泥の共同処理、複数事業の管理の全部または一部を

一体的に行う等の広域的な連携により事業運営基盤の強化することや、処理水量の変動に柔軟に対応できる新技術の

導入などにより、最適な汚水処理手法を選定、施設規模を最適化すること。 

 

公営企業【こうえいきぎょう】 ページ：1, 5, 22, 29 

地方公共団体の経営する企業の組織、財務及びこれに従事する職員の身分取り扱いその他企業の経営の根本基準

並びに企業の経営に関する事務を処理する地方自治法の規定による一部事務組合及び広域連合のこと。 

湖西市では下水道事業や水道事業が該当する。 

 

公共下水道事業【こうきょうげすいどうじぎょう】 ページ：1, 2, 5, 12 

公共下水道とは、主として市街地における下水を排除し、又は処理するために地方公共団体が管理する下水道で、終

末処理場を有するもの又は流域下水道に接続するものであり、かつ、汚水を排除すべき排水施設の相当部分が暗渠で

ある構造のものをいう。 

 

公共用水域【こうきょうようすいいき】 ページ：1 

水質汚濁防止法では、「河川、湖沼、港湾、沿岸海域その他の公共の用に供される水域、及びこれに接続する公共

溝渠、かんがい用水路、その他の公共の用に供される水路」と規定されている。下水道では、公共下水道の雨水きょなら

びに都市下水路等が該当する。 

 

国庫補助金【こっこほじょきん】 ページ：25, 30 

国が地方公共団体に対して、特定の施策の奨励又は財政援助のために支出する補助金。 

 

湖西市下水道整備方針【こさいしげすいどうせいびほうしん】 2 

湖西市における効率的かつ適正な汚水処理施設の整備方針を定めたもの。平成 28 年度に策定。 

 

さ行 

再生可能エネルギー【さいせいかのうえねるぎー】 ページ：24，28，29 

エネルギー源として永続的に利用することができると認められるもの。太陽光、水力、水力、地熱、太陽熱、大気中の熱

その他の自然界に存在する熱、バイオマス等が挙げられる。 
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GX【じーえっくす】 ページ：24, 28, 29 

「グリーントランスフォーメーション」の略。産業革命以来の化石燃料中心の経済・社会、産業構造をクリーンエネルギー

中心に移行させ、経済社会システム全体の変革を行うこと。下水道においては、創エネルギー、省エネルギーの取組、再

生エネルギーの利用拡大や下水道資源の有効利用等が挙げられる。 

 

事業計画【じぎょうけいかく】 ページ：2, 5 

全体計画に定められた施設のうち、5～7 年間で実施する予定の施設の配置等を定める計画。 

 

施設利用率【しせつりようりつ】 ページ：16, 17, 21, 38, 45 

施設・設備が一日に対応可能な処理能力に対する、一日平均処理水量の割合であり、施設の利用状況や適正規模

を判断する指標。明確な数値基準はないが、一般的には高い数値が望ましいとされる。 

 定義：［晴天時一日平均処理水量÷晴天時現在処理能力］×100 

 単位：％ 

 

実質賃金【じっしつちんぎん】 ページ：23 

労働者が実際に受け取った給与である名目賃金から、消費者物価指数に基づく物価変動の影響を差し引いて算出し

た指数。労働者が給与で購入できる物品やサービスの量を示す。 

 

資本的収支【しほんてきしゅうし】 ページ：13, 34, 37 

下水道施設の建設といった支出の効果が次年度以降に及ぶものや企業債の元金償還などの費用と、その財源となる

収入で構成される。 

 

資本費【しほんひ】 ページ：35 

公営企業会計適用団体にあっては減価償却費・企業債利息等、非適用団体にあっては地方債元利償還金等。 

 

収益的収支【しゅうえきてきしゅうし】 ページ：13，34，36 

下水道施設の維持管理費や汚水処理費等の支出と使用料等の収入と、下水道事業の経営活動に伴って発生する

全ての収益と費用で構成される。 

 

従量使用料【じゅうりょうしようりょう】 ページ：14 

下水道使用料のうち、使用量の多寡に応じて賦課されるもの。 
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受益者負担金【じゅえきしゃふたんきん】 ページ：15, 21, 24, 25, 26, 30 

受益者負担金は、都市計画法第 75 条の規定に基づき、都市計画事業により著しく利益を受ける者に、受ける利益の

限度において事業費の一部を負担させるもの。 

 

循環型社会【じゅんかんがたしゃかい】 ページ：1 

廃棄物の抑制、循環的利用の促進など環境への負荷ができる限り低減される社会。 

 

上下水道行政の一元化【じょうげすいどうぎょうせいのいちげんか】 ページ：1 

行政の効率化の視点から、「生活衛生等関係行政の機能強化のための関係法律の整備に関する法律」が成立し、令

和６年４月に水道整備・管理行政が厚生労働省から国土交通省及び環境省へ移管され、一部の事務を地方整備局

等が担うこととなった。 

 

処理区域内人口【しょりくいきないじんこう】 ページ：5, 9, 31 

下水処理が開始されている処理区域に居住する人口（住基及び外国人）を表す。 

 

人口普及率【じんこうふきゅうりつ】 ページ：5 

総人口に対する下水道、農業集落排水施設等、浄化槽等の汚水処理施設の処理人口割合。 

 

水洗化【すいせんか】 ページ：4, 5, 9, 18, 20, 31, 32, 38, 45 

宅地内の排水管を公共下水道へ接続すること。 

 

水洗化人口【すいせんかじんこう】 ページ：5, 9, 19, 20, 21, 31, 32 

実際に水洗便所を設置して汚水処理をしている人口 

 

水洗化率【すいせんかりつ】 ページ：2, 4, 5, 7, 9, 16, 18, 21, 31, 38, 45 

現在処理区域内人口のうち、水洗化人口の割合を表した指標。公共用水域の水質保全や、使用料収入の増加等

の観点から 100％となっていることが望ましいと言える。 

 

スケールメリット【すけーるめりっと】 ページ：27 

同種の物が多く集まることにより、単体よりも大きな効果を得られることを指す。「規模の経済性」や「規模の優位性」とも

言われる。 
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ストックマネジメント【すとっくまねじめんと】 ページ：2, 8, 21, 36 

長期的な視点で下水道施設全体の今後の老朽化の進展状況を考慮し、優先順位付けを行ったうえで、点検・調査、

修繕・改善を実施し、施設管理を最適化すること。 

 

全体計画【ぜんたいけいかく】 ページ：5, 7, 21 

各マスタープランに定められた目標等に基づき、概ね 20～30 年間の将来的な下水道施設の配置計画を定めるもの。 

 

総合物価上昇率【そうごうぶっかじょうしょうりつ】 ページ：23 

総務省が公表する消費者物価指数のうち「総合指数」について、前年度比もしくは前月比の割合。 

 

損益【そんえき】 ページ：15, 34 

「損失」と「利益」を合わせた言葉で、売上によって得た収益から要した経費などを差し引いた差額をさす。 

 

た行 

地域バイオマス資源【ちいきばいおますしげん】 ページ：28 

地域から排出される森林の間伐材、家畜の排泄物、食品廃棄物など生物から生まれた資源のこと。 

 

DR【でぃーあーる】 ページ：28 

「デマンドレスポンス」の略。電気事業者の供給調整だけでなく、ひっ迫時の電力抑制を需要家が行うことで、より安定し

た電力需給を目指すこと。下水道においては、バイオマス発電や太陽光発電などの発電設備と蓄電池設備等を活用し、

施設全体の時間最大電気量（ピークカット）を抑制するほか、処理場に流入する汚水を下水道管内等に貯留し、揚水ポ

ンプを一時的に停止する工夫や、状況を注視しながら送風機を停止させる等の負荷調整により、使用電力量を抑制する

手法がある。 

 

DX【でぃーえっくす】 ページ：26, 29 

「デジタルトランスフォーメーション」の略。下水道における DX は、下水道事業が抱える課題や社会経済情勢の変化に

伴う新たな要請への対応を見据え、データとデジタル技術の活用基盤を構築し、さらにこれを徹底活用することで、業務そ

のものや、組織、プロセス、を変革し、下水道の特徴と進化を実現させることにより、国民の安全で快適な生活を実現する

こと。 

 

当年度純利益【とうねんどじゅんりえき】 ページ：36 

一年間の事業活動で得られた利益から、すべての経費や税金を差し引いたもの。マイナスの場合は「純損失」となる。 
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な行 

内部留保【ないぶりゅうほ】 ページ：34 

減価償却費など、実際にお金の支出がない費用計上や利益等によって生じた、下水道事業の内部で留保される資

金。 

 

は行 

バイオガス発電【ばいおがすはつでん】 ページ：28 

生ごみや紙ごみ、家畜の糞尿などの有機物を微生物が分解したときに発生するメタンガスを燃料にした発電。 

 

バイオマス資源【ばいおますしげん】 ページ：28 

動植物に由来する有機物であってエネルギー源として利用することができるもの。 

 

排水設備【はいすいせつび】 ページ：15, 24, 26 

土地の下水を公共下水道に流入させるために必要な排水管、排水きょその他の排水施設。 

 

排水設備指定工事店【はいすいせつびしていこうじてん】 ページ：15 

市(町村)長の指定を受けた排水設備等の新設等の工事を行うことができる工事業者。 

 

PDCA サイクル【ぴーでぃーしーえーさいくる】 ページ：1, 45 

PLAN（計画）、DO（実施）、CHECK（評価）、ACTION（改善）の４つの視点をプロセスの中に取り込むことで、プロセスを

不断のサイクルとし、継続的な改善を推進するマネジメント手法のこと。 

 

補填財源【ほてんざいげん】 ページ：13, 34, 37 

「資本的支出」に対する「資本的収入」の不足分を「補う」ための財源であり、「減価償却費」や利益に由来する積立金

等が該当する。 

 

や行 

有収水量【ゆうしゅうすいりょう】 ページ：10, 12, 19, 20, 30, 32 

使用料徴収の対象となる汚水量。 

 

予防保全【よぼうほぜん】 ページ：8, 27 

予防保全は、寿命を予測し異状や故障に至る前に対策を実施する管理方法であり、状態監視保全と時間計画保全

に分類される。 
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ら行 

ライフサイクルコスト【らいふさいくるこすと】 ページ：27 

施設・設備における新規整備、維持、修繕、改築等を含めた生涯費用の総計。 

 

利子補給制度【りしほきゅうせいど】 ページ：24, 25, 44 

宅内への下水道接続工事を個人負担で行うのにあたり、市が資金を貸付けて、利子の一部を負担する制度。 

 

流域別下水道整備総合計画【りゅういきべつげすいどうせいびそうごうけいかく】 ページ：2 

水質環境基準の類型指定のなされている水域について、下水道法に基づき策定される下水道整備に関する総合的な

基本計画で流総計画とも呼ばれ都道府県が策定する。公共用水域の水質環境基準の達成維持に必要な下水道の

整備を最も効果的に実施するため、個別の下水道計画の上位計画となるもので、水利用計画、河川計画等の関係機

関と調整し、関係自治体の意見を聞いて計画案を策定し、必要に応じて、国（地方整備局）が調整を行うことになってい

る。 

 

累進制【るいしんせい】 ページ：14 

使用水量の増加に応じて使用料単価が高くなる使用料体系のこと。 

 

 


